
河川を含む水域を活用した災害時医療システムの提案 

その 4 透析センターとして運用する災害時医療支援浮体の基本計画 

A Basic Planning of the Floating Medical Support System to Operate as a Dialysis Treatment Center 
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Abstract: When a great disaster such as an earthquake and tsunami occurred, it is thought that floating medical support system is very 

effective. And then, we conducted a study of the basic plan that takes into account the access plan of the floating system to operate as 

a dialysis treatment center. 

 

1. 研究背景 

2011年3月11日に発生した東日本大震災は東北地方

太平洋沖地震により引き起こされ，東北・関東地方を

中心に甚大な被害を受けた．地震とそれに伴い発生し

た津波，およびその後の余震による死者は 2014年 3月

1 日現在で 1 万 8958 人，行方不明者 2655 人，建築物

の全壊・半壊は合わせて40万101戸が確認されている．

地震，津波の被害により医療施設が機能不全に陥り，

陸域の交通網が寸断されるなど，救急救命，医療支援

といった災害時緊急を要する医療活動に支障をきたす

大きな要因となった．そこで，今回のように医療施設

の機能不全や陸域の交通網が寸断された状況において

は水域からのアクセスが可能な災害時医療支援浮体

（以下，医療浮体という）が有効な方法の一つとして

考えられる． 

また，地震大国である日本では，近い将来首都直下

地震の発生が予想されている．内閣府の報告により［1］，

首都直下地震発生時の死者数は 2万 3000人，負傷者数

は 12 万 3000 人と想定され，特に荒川沿いの墨田区四

ツ木橋付近での被害が甚大であると想定されている．

そのため，地震の被害を受けず水域から陸域への医療

支援活動が可能な医療浮体を設置することで，陸域と

連携して医療支援活動を行うことが可能であり，死傷

者の低減が可能であると考えられる． 

 

2. 既存の研究 

その1の惠藤ら［2］の研究では医療浮体の形状，設備，

運用方法，構造計画の検討などを行い，浮体式災害時

医療支援システムの実現可能性に関する基礎的検討を

行った． 

しかし，既存の研究では災害時の医療浮体へのアク

セスに関する問題について具体的に検討はされていな

い．また，既存の研究で検討されたその 2 の医療浮体

の平面計画については満載喫水線規則に沿っていない

ことから，規模や病床数の面から小規模総合病院とし

ての運用方法のも再検討が必要である． 

 

3. 研究目的 

本研究では，地震に強く災害時の陸域の医療施設の

機能不全，交通網が寸断されるなどの状況においても

活動可能な，透析センターとして運用される医療浮体

という新たな災害時医療支援システムの提案を目的と

する．医療浮体の新たな運用方法の提案，平面計画の

再検討および災害時のアクセス計画の検討を行う． 

 

4. 透析センターとしての医療浮体 

4.1 医療浮体の利点 

医療浮体とは，地震や津波などの災害時に海や河川

などの水域から陸域の医療を支援する浮体式構造物の

施設である．医療浮体はエンジンなどの推進設備を保

有しないことや維持管理費が比較的安価であることか

ら経済的であり，免震性に優れているため地震により

医療機器が機能不全になる可能性も極めて低い．また

喫水が浅く乾舷も小さいため，岸壁への接岸も容易で

あるなど多くの利点を有する．Figure.1に医療浮体のイ

メージ図を示す． 

Figure1.The image figure of a Floating Medical 

4.2.医療浮体の運用方法 

4.2.1平常時の運用方法 

平常時利用されていない医療機器を災害時にのみ利

用することは困難であるため，平常時も医療施設とし
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て運用することが望まれる． 

日本全国の透析患者は 30万人を超えており，なかで

も東京都は最も多く約 3 万人もの透析患者がおり［3］，

透析治療のニーズは高いと考えられる．また，これま

で被災地内の災害拠点病院では，クラッシュ症候群等

の長時間多量の水を必要とする透析治療は行われてお

らず，全ての患者を搬送していたことから，平常時か

ら透析治療を行っていくことで災害時にも透析治療が

可能である．その 2 で検討された小規模総合病院とし

ての医療浮体では，十分なスペースを設けることがで

きないこともあり，本研究では平常時は透析治療をメ

インとした透析センターとして運用する． 

4.2.2 災害時の運用方法 

災害時は、発災後一週間は救急救命施設としてク

ラッシュ症候群や急性医療行為が必要な患者に主と

して対応する医療施設として活動し，水域から医療

支援活動を行う．また，災害時 DMATのサポートを

受けるため，医療浮体を広域搬送の中継基地として

も利用する．災害後一週間後以降は平常時の運用方

法に戻り，慢性患者の透析治療をメインとする． 

4.3 災害時の受け入れ患者の選別 

災害時には多くの傷病者が医療浮体に搬送されるこ

とが想定される．そこでより多くの傷病者に処置をす

る必要があるためトリアージを行う．過去の地震災害

での病院でのトリアージの例を参考とし[4]，[5]，手術や

高度な治療が必要とされる重症患者を優先的に診察し

後方搬送する．また軽傷および透析等を必要とする患

者は医療浮体で対応する． 

 

5. 医療浮体のアクセス計画 

5.1 平面計画の再検討 

既存の研究では喫水線以下の浮体内部においても，

主に人が活動する船員室や更衣室などが割り当てられ

ている．しかしこれらは満載喫水線規則により喫水線

以下の浮体内部に配置することができないため，新た

に平面計画を再検討する必要がある．また，透析治療

に必要な部屋の確保も必要となる．規模においては

85m×28m の既存の計画と同様である．透析センター

として 50床のベッドを目安とし，オープンスペースを

広めに確保し多くの患者を診察可能とさせる．一人当

たりの床面積は 6.4m2 以上，ベッド間隔は少なくとも

1m以上[6]と定められている． 

5.2 周辺地域の調査 

平常時の設置場所は，首都直下地震が発生した場合

の被害想定のもと，荒川沿いの墨田区四ツ木橋付近に

選定した．周辺地域にどの程度災害拠点病院があるの

か，ヘリコプターで広域搬送を行う場合，ヘリポート

がどの位置にあるのかなどを可視化し，伝える手段と

してGIS（地理情報システム）を用いる．Figure2に荒

川沿い 8 区の災害拠点病院を示す．黒い丸で囲まれた

部分が本研究の医療浮体の設置場所である．図-2 から

荒川沿いに点在する災害拠点病院は少ないといえる． 

Figure2. The base of a disaster hospital along Arakawa 

5.3 医療浮体へのアクセス 

災害時，荒川沿いの地域で地震や津波の被害を受け

医療浮体までの動線が絶たれる可能性がある．また，

医療浮体を設置する荒川河川敷には，土手から川まで

に大きな高低差があり堤防から医療浮体までのアクセ

スが困難である．そこでこれらを解消する医療浮体ま

でのアクセス方法を検討する．これには緊急車両が十

分通行可能な幅員を有する連絡橋などを提案する．ま

たアクセスの際に連絡橋の傾斜によっては折り返しを

付け，災害時の河川敷の破損や浸水などの状況におい

ても通行できるような計画が必要である． 

6. 今後の研究計画 

GIS を使い設置場所の周辺地域のデータを可視化し，

透析患者の分布などの調査を行う．医療浮体の配置計

画，平面計画およびアクセス計画の検討を引き続き行

う． 
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